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１．設立の背景と目的
「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」（令和３年 12月 21日閣議決定）にお
いて、「こどもや若者、子育て家庭に対し地域で支援を行っているＮＰＯを始めとする様々
な民間団体や、地域で活動する民生・児童委員、青少年相談員、保護司等とのネットワーク
を強化し、市民社会との積極的な対話・連携・協働を図っていく」とされている。
この基本方針を踏まえ、2023年度よりＮＰＯ等の民間団体や、ネットワーク団体の代表、

ユース団体で活動する若者等からなる有識者 15名１）を構成員とする「こどもまんなか社会
実現プラットフォーム設立準備会合」を設置し、官民が連携してこどもまんなか社会の実現
に向けて取り組むプラットフォームの設立に向け、その在り方や活動内容等について議論を
重ねてきた。

２．設立に向けた検討プロセス（2023年度〜 2024年度）
2023 年度は設立準備会合を５回実施したが、プラットフォームの設立に必要な論点整理

及び課題解決に向けた議論を深めるために、プラットフォームの設立を 2024年度に持ち越
すことを決定した。
2024 年度は、当事者の実態や意見を議論に反映させるため、以下のとおりユースヒアリ

ング及び調査を設立準備会合委員が主導して実施した。
・�ユースヒアリング（対面）：国内 3拠点（関東・関西・東北）にて、高校生世代から 25
歳以下を対象としたディスカッションイベントを開催し、こどもまんなか社会に必要な
仕組みについて意見を聴取した。
・�オンラインアンケート調査：こども・若者当事者、支援団体、保護者等を対象に、以下
の２点について調査を行い、結果を取りまとめた。

こどもまんなか社会実現プラットフォーム

こどもまんなか社会の実現に向けた共創と
基盤づくり

第１節
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１）�設立準備会合委員数：2023年度 15名、2024年度 14名
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①プラットフォームにおける当事者の意見や課題の集約方法
②当事者の権利保護や支援につなげるための情報提供の在り方
さらに、これらの調査結果を基に議論を行うため、従来の委員に加え、ＮＰＯ等で活動す

る有識者や若者が参加する「拡大準備会合」を実施した。同会合では、上記①と②の論点に
加え、③「官民・民民連携による課題解決の手法」を新たなテーマとして設定し、ワークショッ
プ形式で具体的な対応策や解決策を検討した。

３．プラットフォームの設立と展開（2025年度〜）
ユースヒアリングや拡大準備会合に加え、さらに４回の設立準備会合を実施して議論を深

めた結果、こども家庭庁を含む７団体が幹事団体となって、2025 年３月に「こどもまんな
か社会実現プラットフォーム」を正式に設立した。
設立後の展開として、同年 11月 20日にキックオフイベントを開催し、設立趣旨の周知

徹底及び会員募集を開始した。さらに 2026年３月７日には、対面及びオンラインのハイブ
リッド形式で会員間の交流促進と新規参画の機会創出を目的としたワークショップを開催し
た。本ワークショップでは、行政、企業、ＮＰＯ、地域の担い手、ユース団体等が立場を越
えて出会い、現場における実践知や課題の共有を行った。

４．2026年度の取組
会員団体が本プラットフォームを活用して企画・実施する「チーム活動」を始め、主体的

な取組を行える機会を創出するとともに、会員間の交流及び情報共有を進めていく。

図表 1-2-1 「こどもまんなか社会実現プ
ラットフォーム」キックオフ
イベントの様子

図表 1-2-2 ワークショップの様子




